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三大都市圏の人口推移

〇 戦後、三大都市圏※では、ほとんどの期間において転入超過となっている。
〇 東京圏においては一時期を除いて引き続き大幅な転入超過が続いている。
〇 関西圏（大阪圏）、名古屋圏においては、1970年代半ば以降転入超過が鈍化している。

出典：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告2017年結果」

※ 東京圏・・・東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県
関西圏（大阪圏）・・・大阪府、兵庫県、京都府、奈良県
名古屋圏・・・愛知県、岐阜県、三重県
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三大都市圏の転入・転出超過数の推移

出典：総務省統計局『国勢調査報告』，琉球政府統計庁『国勢調査報告』
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三大都市圏の人口推移の見通し

〇 東京圏は2020年をピークに人口減少に転じる。関西圏、名古屋圏では既に人口減少局面に入っている。
〇 2015年から2040年にかけて、東京圏では75歳以上人口が200万人増加する一方、生産年齢人口が330万人減

少する。関西圏、名古屋圏、地方圏でも75歳以上人口は増加するが、生産年齢人口は減少する。
〇 特に2025年以降は、75歳以上人口の伸びが鈍化する一方で、生産年齢人口は大きく減少する。

4.3 4.2 4.0 3.9 3.7 3.7 3.6

23.1 22.8 22.7 22.2 21.2 19.9 18.9

4.7 4.5 3.8 3.9 4.6 5.2 5.0

3.9 4.8 5.7 5.9 5.8 6.0 6.4

36.1 36.4 36.2 35.9 35.3 34.7 33.9

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

東京圏
（百万人）

2.3 2.1 2.0 1.8 1.7 1.6 1.6

11.1 10.7 10.4 9.9 9.3 8.4 7.8

2.7 2.5 2.0 2.0 2.2 2.5 2.4

2.3 2.7 3.2 3.3 3.2 3.1 3.3

18.3 18.1 17.6 17.0 16.4 15.7 15.0

0.0
2.0
4.0
6.0
8.0
10.0
12.0
14.0
16.0
18.0
20.0

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

関西圏
（百万人）

1.5 1.4 1.4 1.3 1.2 1.2 1.1

6.9 6.8 6.6 6.4 6.1 5.6 5.3

1.5 1.5 1.2 1.2 1.4 1.5 1.5

1.3 1.6 1.8 1.9 1.9 1.9 2.0

11.3 11.2 11.1 10.8 10.5 10.2 9.9

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

名古屋圏
（百万人）

7.8 7.3 6.7 6.2 5.8 5.5 5.1

36.1 33.8 32.0 30.3 28.4 25.9 23.8

8.6 9.0
7.9 7.1 7.1 7.6 7.5

8.8 9.6 11.0 11.7 11.7 11.4 11.2

61.3 59.7 57.6 55.4 53.0 50.3 47.6

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

地方圏（三大都市圏以外）

75歳以上

65‐74歳

15‐64歳

0‐14歳

合計

（百万人）

出典：国立社会保障・人口問題研究所「地域別将来推計人口（H30.3推計）」から作成

人口構成の変化（2015→2040）
（上段は実数の変化（百万人）、下段は構成比の変化（％））

0‐14歳 15‐64歳 65‐74歳 75歳～ 合計

東京圏
▲ 0.7 ▲ 3.3 ＋0.5 ＋2.0 ▲ 1.5

12.0%
→10.6%

64.0%
→57.3%

13.1%
→15.0%

10.9%
→17.2%

-

関西圏
▲ 0.7 ▲ 2.7 ▲ 0.1 ＋0.9 ▲ 2.7

12.5%
→10.5%

60.6%
→53.5%

14.5%
→16.0%

12.4%
→20.0%

-

名古屋圏
▲ 0.3 ▲ 1.3 ▲ 0.0 ＋0.5 ▲ 1.1

13.5%
→11.6%

61.3%
→55.1%

13.5%
→14.9%

11.8%
→18.4%

-

地方圏
（三大都市圏以外）

▲ 2.3 ▲
10.2 ▲ 1.0 ＋2.6 ▲

10.9
12.7%

→10.8%
58.9%

→51.4%
14.1%

→15.1%
14.3%

→22.7%
-

2



東京圏への人口集中

〇 人口流入によって、東京圏に人口が一極集中。

出典：地方制度調査会専門小委員会（第二回（9/12））まち・ひと・しごと創生本部事務局提出資料（総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告（2010年
-2017年・日本人人口）」より作成）
なお、東京圏は東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県の合計、名古屋圏は愛知県・岐阜県・三重県の合計、大阪圏は大阪府・京都府・奈良県の合計。） ２-２
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都道府県別 生産年齢人口、高齢者の増減（２０１５→20４０年）

〇 高齢者人口については、都市圏を中心に、今後2040年かけて増加する県がある一方、一部の県では高齢者
人口自体が減少する見込み。

〇 生産年齢人口については、全都道府県で減少。減少幅は大都市部で小さく、地方部で大きい。

出典：地方制度調査会専門小委員会（第二回（9/12））厚生労働省提出資料（国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年（2018）年推計）」より作成）を元に作成
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三大都市圏の現状



出典：総務省統計局「平成27年国勢調査」従業地・通学地による人口・就業状態等集計より作成

凡例：市町村単位の網掛けは以下の地域へ
の通勤通学10％圏を示している。

東京２３区

千葉市

横浜市

相模原市

千葉市及び東京23区

横浜市及び東京23区

さいたま市及び東京23区

東京23区・横浜市・川崎市・相模原市・さいたま市・千葉市の通勤･通学10％圏
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東京圏における市区町村別人口増減率（２０１５→２０４０）

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（H30.3）」より作成
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東京圏における市町村別財政力指数（平成26～28年平均） ※特別区を除く

出典：総務省「平成28年度地方公共団体の主要財政指標一覧」より作成

東京圏：平均0.78
地方圏：平均0.43
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大阪市・堺市・神戸市・京都市の通勤・通学10％圏

7出典：総務省統計局「平成27年国勢調査」従業地・通学地による人口・就業状態等集計より作成

凡例：市町村単位の網掛けは以下の地域へ
の通勤通学10％圏を示している。

神戸市

京都市

大阪市

大阪市及び堺市

神戸市及び大阪市

京都市及び大阪市



関西圏における市町村別人口増減率（２０１５→２０４０）
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出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（H30.3）」より作成 8



関西圏における市町村別財政力指数（平成26～28年平均）

関西圏：平均0.57
地方圏：平均0.43

出典：総務省「平成28年度地方公共団体の主要財政指標一覧」より作成
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出典：総務省統計局「平成27年国勢調査」従業地・通学地による人口・就業状態等集計より作成

名古屋市の通勤・通学10％圏
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名古屋圏における市町村別人口増減率（２０１５→２０４０）
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出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（H30.3）」より
作成
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名古屋圏における市町村別財政力指数（平成26～28年平均）

名古屋圏：平均0.74
地方圏：平均0.43

出典：総務省「平成28年度地方公共団体の主要財政指標一覧」より作成
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三大都市圏（東京圏）における

これまでの人口移動



三大都市圏の転入・転出超過数の推移

〇 三大都市圏ではそれぞれ人口流入動態が異なる。
〇 東京圏においては、東京都から一時人口が流出し、神奈川県などの人口が増加したが、現在では東京都が増加に転じている。
〇 関西圏においては、大阪府から人口が流出した時期があるが、現在では大きな動きはない。名古屋圏では1980年以降大きな

動きはない。
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東京圏への転入超過数 市町村別内訳と累積割合（2017年 上位63市）

〇 東京圏への転入超過数の市町村別内訳（上位63市）では、政令市及び中核市が多い。

出典：地方制度調査会専門小委員会（第二回（9/12））まち・ひと・しごと創生本部事務局提出資料（住民基本台帳の人口移動データ（日本人人口）に
基づき、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局において作成） 14-2



東京圏におけるDID（人口集中地区）の変化（S35（1960年）→H27（2015年））

15

（１都３県の人口）
埼玉県 ：243万人
千葉県 ：231万人
東京都 ：968万人
神奈川県：344万人

（１都３県の人口）
埼玉県 ： 727万人
千葉県 ： 622万人
東京都 ：1,352万人
神奈川県： 913万人
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総務省統計局「国勢調査」従業地・通学地による人口・就業状態等集計から作成
同心円は旧東京都庁からの距離を示す。ただし、本図の線は概ねの位置を示すもの。

凡例：市町村単位の網掛けは以下の地域へ
の通勤通学10％圏を示している。

東京２３区

千葉市

横浜市

相模原市

千葉市及び東京23区

横浜市及び東京23区

さいたま市及び東京23区
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東京23区・横浜市・川崎市・相模原市・さいたま市・千葉市の通勤･通学10％圏



団塊世代の動き（東京圏）

〇 東京圏には、団塊世代（※1947～49年生まれ）が1970年には300万人超いたが、現在では250万人程度となっ
ている。

〇 団塊世代は、20～24歳・25～29歳時点（1970年代）では東京都心（0～20km圏）に多く居住していたが、30歳代前
半から40歳代にかけて郊外部に移動した者が多い。50歳代以降では、大きな異動はみられない。

団塊世代の距離帯別分布（都心70km圏内）

17

都心70km圏内に居住する団塊世代（各年代）の人口

（万人）

（万人）

出典：総務省統計局「国勢調査」より作成

（万人）



ニュータウンの開発

18

首都圏大規模ニュータウン位置図

（出典）首都圏整備に関する年次報告（平成29年版首都圏白書）

〇 団塊世代の膨大な住宅ニーズを満たすため、大規模なニュータウン開発が行われた。

※表中のニュータウン名は省略している。浦安については「浦安第二期」を、能見台については「京
急釜利谷」を対象としている。鳩山については、入居開始年を用いている。



団塊世代の分布（東京圏）

市区町村における６５～６９歳人口の割合（２０１５年）

19

〇 団塊の世代は、周辺部に多く居住している。

出典：総務省統計局「国勢調査」
より作成

20km

50km



団塊ジュニア世代の動き

〇 団塊世代では地方圏で生まれて三大都市圏に移動した者が多いのに対し、団塊ジュニア世代（1971～74年生まれ）

は生まれた時から三大都市圏に居住している者が多い。
〇 さらに地方圏から就学・就職のために流入することで国内における三大都市圏の比重が大きくなった。
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0‐4歳時点 33.5% （15.1%） 50.5% （25.6%）

25‐29歳時点 52.5% （27.7%） 55.1% （30.5%）

三大都市圏及び東京圏の人口が総人口に占める割合（全世代）

1955～2015年は国勢調査、2020～2040年は国立社会保障・人口問題研究所「地域別将来推計人口（H30.3推計）」による。

国勢調査を基に作成。団塊世代0‐4歳は1950年調査、団塊世代25‐29歳及び団塊ジュニア0‐4歳は1975年調査、団塊ジュニア25‐29歳は2000年調査。

団塊世代・団塊ジュニア世代における
三大都市圏（及び東京圏）居住者が占める割合

（括弧書きは東京圏）

（％）
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団塊ジュニア世代の動き（東京圏）

団塊ジュニア世代の距離帯別分布（都心から70km圏内）

〇 団塊ジュニア世代では、30歳代前半から40歳代にかけて郊外部に移動する者は多くなかった。距離別に見る
と、10km圏では継続的な増加傾向がみられるが、10km以遠では大きな異動はみられない。

〇 上記の動きは、団塊世代の動きとは大きく異なるものである。

21

都心から70km圏内に居住する団塊ジュニア世代（各年代）

（万人）

（万人）

出典：総務省統計局「国勢調査」より作成



自治体ごとの人口構成の変化（人口推計とのずれ）

市区町村における４０～４４歳人口
の割合（２０１５年）

（40ｋｍ圏）

（40ｋｍ圏）

③

④

出典：総務省統計局「国勢調査」より作成

20km
（50ｋｍ圏）⑤
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②③

④⑤

①

※2003年に2015年時点の人口を
推計したもの。

② （30ｋｍ圏）

（10ｋｍ圏）①



自治体ごとの人口構成の変化（人口ピラミッドの変化）

（40ｋｍ圏）
④

①
（10ｋｍ圏） （40ｋｍ圏）
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（50ｋｍ圏）

⑤

出典：総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別
将来推計人口（Ｈ30.3推計）」より作成

③
市区町村における４０～４４歳人口

の割合（２０１５年）

20km

② （40ｋｍ圏）

②③

④⑤

①



７５歳以上人口一人当たりの生産年齢人口（2015→2040）

24

団体名 2015年
（人）

2040年
（人）

2015
→2040

（%）

江東区 7.0 5.6 79.1

国立市 6.1 3.7 59.9

福生市 5.0 1.8 36.4

伊奈町 7.3 3.3 45.8

桶川市 5.1 2.6 49.9

75歳以上人口一人当たりの
生産年齢人口

5以上

4～5未満

3～4未案

2～3未満

1～2未満

1未満

2015年

2040年

（人、％）

75歳人口一人当たりの生産年齢人口
及びその変化

出典：総務省統計局「国勢調査」から作成

②
③

④⑤

①

②
③

④⑤

①



行政課題



高齢者の増加（都道府県別人口増減 ２０１５→２０４０）

26

〇 2015年と2040年を比較すると、85歳以上人口は全都道府県で増加する。
〇 特に増加数が大きいのは、一都三県（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）、大阪府、愛知県、北海道、兵庫県、福岡県。
〇 一方で、神奈川県、大阪府、埼玉県、北海道、兵庫県では65歳未満人口が100万人以上減少する。

▲ 175

▲ 150

▲ 125

▲ 100

▲ 75

▲ 50

▲ 25

0

25

50

75

100
（万人）

0～14歳

15～64歳

65～74歳

75～84歳

85歳以上

65歳以上

総数

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（Ｈ30.3推計）」より作成



2015～2025～2040年の各地域の高齢化の状況

〇 75歳以上人口は、多くの都道府県で2025年頃までは急速に上昇するが、その後の上昇は緩やかで、2030年
頃をピークに減少する。
※2030年、2035年、2040年でみた場合、2030年にピークを迎えるのが34道府県、2035年にピークを迎えるのが９県
※東京都、神奈川県、滋賀県、沖縄県では、2040年に向けてさらに上昇。

〇 2015年から10年間の伸びの全国計は、1.32倍であるが、埼玉県、千葉県では、1.5倍を超える一方、山形県、
秋田県では、1.1倍を下回るなど、地域間で大きな差がある。

26-2出典：地方制度調査会専門小委員会（第二回（9/12））厚生労働省提出資料（国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年（2013）年３月推計）」より作成）



市町村によって異なる高齢化の進行

27

〇 三鷹市は一貫して上昇傾向。多摩市は急激に上昇するが、2030年以降はフラット。横須賀市は、既に高齢化
が進んでいるため、増加は他市よりも緩やか。2025年以降は減少に転じる。

〇 2040年時点で、三鷹市は80歳以上の人口の割合が多摩市に比べ低い。他方、三鷹は60歳未満の人口が多い
ため、2040年代以降の高齢化のスピードは多摩市に比べ速い。

2

3

4

5

6

7

8

9

多摩市 三鷹市

100

110

120

130

140

150

160

170

180

190

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045

多摩市 三鷹市 横須賀市

75歳以上人口の推移（2015年時点の75歳以上人口を100とする） 三鷹市と多摩市の人口構成（2040年）

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（Ｈ30.3推計）」より作成

三鷹市

多摩市

横須賀市



高齢者の移動（２０１７年）

28

〇 東京都特別区の高齢者（下図では60歳以上）は、埼玉県、東京都多摩地区、千葉県、神奈川県それぞれに転出超過
となっている。

▲ 4,833

▲ 3,813

▲ 4,348

▲ 3,870

2,363

2,326 2,401
2,769

▲ 2,470

▲ 1,487

▲ 1,947

▲ 1,101

▲ 6,000

▲ 5,000

▲ 4,000

▲ 3,000

▲ 2,000

▲ 1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

東京都特別区の転出入（60歳以上）（2017年）

転出

転入

純計

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告（2017年）」より作成



○ 東京圏では、一都三県区域を超えて介護施設等が利用されている。中でも、東京都が最も他県への依存度が
高い。

埼玉県 23,133 22,535 97.4% 428 1.9% 170 0.7% 8,434 7,463 88.5% 745 8.8% 226 2.7% 14,796 14,110 95.4% 494 3.3% 192 1.3%
千葉県 18,574 18,176 97.9% 218 1.2% 180 1.0% 6,724 5,683 84.5% 877 13.0% 164 2.4% 13,383 12,706 94.9% 345 2.6% 332 2.5%
東京都 41,779 39,028 93.4% 2,190 5.2% 561 1.3% 35,729 24,414 68.3% 9,818 27.5% 1,497 4.2% 22,023 18,145 82.4% 3,198 14.5% 680 3.1%
神奈川県 29,207 28,729 98.4% 282 1.0% 196 0.7% 18,268 16,279 89.1% 1,534 8.4% 455 2.5% 18,046 17,444 96.7% 407 2.3% 195 1.1%
一都三県計 112,693 108,468 96.3% 3,118 2.8% 1,107 1.0% 69,155 53,839 77.9% 12,974 18.8% 2,342 3.4% 68,248 62,405 91.4% 4,444 6.5% 1,399 2.0%

出典：国民健康保険団体連合会支払データ（平成２６年３月審査分）　※厚生労働省調べ

サービス
利用者数 一都三県間 一都三県以外一都三県間

都県を超えた利用自都県内
の利用

サービス
利用者数

自都県内
の利用

サービス
利用者数

自都県内
の利用

特別養護老人ホーム 特定施設 老人保健施設
特養、特定、老健の自都県内、一都三県間、他県の利用状況

都県を超えた利用
一都三県以外一都三県間

都県を超えた利用
一都三県以外

出典：日本創成会議 首都圏問題検討分科会「東京圏高齢化危機回避戦略 図表集」

医療・介護の一都三県内の利用状況－介護－
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※特定施設
・有料老人ホーム
・養護老人ホーム
・軽費老人ホーム



出典：日本創成会議 首都圏問題検討分科会「東京圏高齢化危機回避戦略 図表集」

東京圏の後期高齢者収容能力について

30

〇 後期高齢者（75歳以上）当たりの介護保険施設・居住系サービス・サービス付き高齢者住宅等の定員数が、最
近の全国平均並みに比べて、どの程度乖離しているかをみた研究がある。

〇 現状では、東京23区のマイナスを近隣県のプラスが補っているが、2025年、2040年の人口をベースにしてみる
と、全ての地域でマイナス方向へ乖離。



東京都の単身高齢世帯の増減（2015→2035）

出典：東京都総務局「東京都世帯の予測（2014.3）」から作成 31

距離帯 減少
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10km圏

豊島区 荒川区、台東区 千代田区、墨田区、
品川区

港区、新宿区、江東区、
目黒区、中野区

中央区、文京区、
渋谷区

10～
20km圏

北区、練馬区、
足立区、三鷹市

板橋区、葛飾区 大田区 杉並区（＋24,706世帯）、
世田谷区（＋22,309世帯）、
江戸川区（＋14,006世帯）、
武蔵野市、調布市、
狛江市

20～
30km圏

東村山市、清瀬市、
東久留米市、
西東京市

府中市、小金井市、
国分寺市、稲城市

国立市、多摩市、
小平市

30～
40km圏

武蔵村山市 瑞穂町 立川市、昭島市、
町田市、日野市、
福生市、東大和市

40～
50km圏

日の出町 あきる野市 八王子市（＋11,110世帯）、
青梅市、羽村市

50km～
圏

檜原村、
奥多摩町

〇 東京都の試算では、2015年から2035年までに、世帯主が65歳以上の単身世帯の数が東京都全体で約25万世
帯増加する（80万世帯→105万世帯）。

〇 都心に近い自治体で増加率が高い傾向がある。杉並区、世田谷区では2万世帯以上、江戸川区、八王子市で
は1万世帯以上増加する。
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都道府県別高齢者単身世帯割合の見通し

〇 高齢者世帯に占める単身世帯の割合は、大都市部と西日本が高い。

出典：地方制度調査会専門小委員会（第二回（9/12））厚生労働省提出資料（国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）」（2014年４月推計）」より作成）を元に作成 31-2

東京圏 名古屋圏 関西圏2035年2010年



合計特殊出生率（平成26～28年の平均）

1.5以上
1.4～1.5未

満
1.3～1.4未満 1.2～1.3未満 1.1～1.2未満 1.0～1.1未満 1.0未満

0～
10km

中央区、港区
千代田区、江東区、荒川
区

台東区、墨田区、品川区 文京区
新宿区、目黒区、
渋谷区、中野区、
豊島区

10～
20km

戸田市
八潮市、江戸川
区

川口市、草加市、和光市、
市川市、足立区、葛飾区、
川崎市

北区、練馬区、三鷹市、調
布市、狛江市

蕨市、浦安市、大田
区、世田谷区、板橋
区、武蔵野市

杉並区

20～
30km

朝霞市、
流山市

志木市、富士見
市、三郷市、吉
川市、府中市、
小平市、稲城市

さいたま市、越谷市、新座
市、船橋市、松戸市、習志
野市、柏市、鎌ケ谷市、小
金井市、東久留米市、横
浜市

三芳町、松伏町、白井市、
東村山市、国分寺市、国
立市、清瀬市、西東京市

多摩市

30～
40km

木更津市、
東大和市

ふじみ野市、八
千代市、四街道
市、袖ケ浦市、
日野市、大和市

川越市、所沢市、上尾市、
白岡市、伊奈町、宮代町、
千葉市、市原市、立川市、
昭島市、福生市、武蔵村
山市

春日部市、狭山市、入間
市、蓮田市、野田市、我孫
子市、印西市、町田市、瑞
穂町、相模原市、座間市

杉戸町

40～
50km

日の出町 君津市、寒川町

羽村市、あきる野市、横須
賀市、藤沢市、茅ヶ崎市、
逗子市、厚木市、海老名
市、綾瀬市、葉山町

桶川市、坂戸市、鶴ヶ島市、
佐倉市、八王子市、青梅
市、鎌倉市、愛川町

飯能市、久喜市、北
本市、日高市、長柄
町

幸手市、八街市、
酒々井町

毛呂山町、川
島町、吉見町、
栄町

50～
60km

滑川町 成田市、檜原村
東松山市、富里市、伊勢
原市、清川村

嵐山町、茂原市、東金市、
平塚市、秦野市

行田市、加須市、羽
生市、鴻巣市、富津
市、山武市、大網白
里市、長南町、三浦
市、大磯町

ときがわ町
越生町、鳩山
町、芝山町

60～
70km

横瀬町、開成町
熊谷市、いすみ市、一宮
町

寄居町、鴨川市、多古町、
横芝光町、大多喜町、小
田原市、大井町、松田町

神崎町、睦沢町、長
生村、白子町、二宮
町

小川町、九十九里
町

東秩父村、鋸
南町、奥多摩
町、中井町

※下線は、東京23区・横浜市・川崎市・さいたま市・千葉市の通勤・通学10％圏（なお、70km以上については、該当する市町村がないため割愛）。 ※太枠は各距離段階において団体数が最も多い合計特殊出生率のカテゴリー。

合計特殊出生率

32

〇 東京圏の市区町村における合計特殊出生率（単純平均）は、都心よりも10～30km圏において高い（ただし、全国
平均1.44には及ばない）。それ以遠では都心と同様に低い。

〇 20～49歳の未婚率では、0～10km圏が高く、20～30km圏では低いが、それ以遠でも50～60km圏にかけて高く
なっている。
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※埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県資料、総務省統計局「国勢調査」より作成。



通勤時間と女性の就業率

33

出典：国土交通省「平成２６年度首都圏整備に関する年次報告」

（％）

年齢階層別の女性就業率（首都圏・全国）女性の就業率（15～64歳）と通勤時間との関係

出典：国土交通省「平成２６年度首都圏整備に関する年次報告」

〇 通勤時間の長い東京圏や関西圏は女性就業率が低い。
〇 東京圏では、子育て期間中の女性就業率が全国に比べて低い。



団塊ジュニア世代の進学と就業

34

〇 団塊ジュニア世代は、団塊世代に比べると大学進学率が男女とも高まっている。また、就職期に先立って男女
雇用機会均等法が施行されるなど、女性の就業を促す環境の整備が進んだ。

〇 団塊ジュニア世代を含む世代の女性の就業率は、60～70％程度で推移しており、近年上昇している。
〇 なお、1980年代生まれでは、30～34歳時点での就業率は70％程度となっている。
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出典：総務省統計局「労働力調査」から作成

出典：文部科学省「学校基本調査」から作成



本社の東京圏への一極集中
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出典：帝国データバンク「１都３県・本社移転企業調査」

〇 資本金10億円以上の本社数について、１都３県の水準は高い。
〇 １都３県では、2003年以降、2009年、2010年の一時期を除き、本社の転入超過が続いている。

資本金10億円以上の本社数

出典：国土交通省「国土のグランデザイン2050」参考資料、国税庁「国税庁統計年報」



東京圏における空き家の状況

〇 東京圏では、郊外部ほど空き家率が高く、増加傾向が強くなっており、縁辺部では２０％を超える地域も現れて
いる。

※図中の同心円の１目盛りは10kmを表す。

出典：国土交通省「首都圏整備に関する年次報告（平成27年度）」

首都圏：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県
東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
周辺４県：茨城県、栃木県、群馬県、山梨県

東京圏の空き家状況（平成25年）
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○ 国分寺市の将来40年間の公共施設の修繕・更新コストは、年平均17.9億円と、過去5年間の平均7.8億円の約2.3倍。
○ 教育施設の老朽化への対応が課題。地方都市（※）と異なり年少人口の減少率が少ないため（東京都全体で２０４０年にかけ

て年少人口は６％減少）、大幅な小中学校の統廃合は見込み難い。大規模修繕・更新が必要に。
※例えば、２０４０年にかけて年少人口が４６％減少する函館市は小学校３４校を２４校とする計画

公共施設の修繕・更新コスト（国分寺市）

公共施設の修繕・更新コスト（調布市）

国分寺市の公共施設の修繕・更新コスト

都内市町村の公共施設・インフラの維持・更新コスト

37
出典「調布市公共施設等総合管理計画（平成29年３月）

出典：国分寺市公共施設等総合管理計画（平成28年２月）



（例）多摩地域の鉄道網と市の区域
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※西武新宿線、京王線は急行の停車駅をプロット

① なかのＺＥＲＯ 大ホール（1,292席）、小ホール（507席） ⑦ 勤労福祉会館 ホール（366席） ⑬ 武蔵野スイングホール 180席 ⑲ 国立市民芸術小ホール 270席

② 中野サンプラザ 2222席 ⑧ 吉祥寺シアター 197席 ⑭ 三鷹市芸術文化センター 大ホール（625席）、小ホール（250席） ⑳ 立川市市民会館 大ホール（1201席）、小ホール（246席）

③ 野方区民ホール 248席 ⑨ 武蔵野公会堂 350席 ⑮ 三鷹市公会堂 719席

④ 座・高円寺 大ホール（256～298席）、小ホール（233席） ⑩ 武蔵野芸能劇場 154席 ⑯ 小金井　宮地楽器ホール 大ホール（578席）、小ホール（150席）

⑤ 杉並公会堂 大ホール（1190席）、小ホール（194席） ⑪ 武蔵野市民文化会館 1252席 ⑰ ココブンジプラザ 260席

⑥ セシオン杉並 578席 ⑫ 武蔵野プレイス 200席 ⑱ いずみホール 370席

立川市

小金井市

小平市

立川 国立

西国分寺

国分寺

武蔵小金井東小金井

武蔵境

三鷹 吉祥寺

西荻窪 荻窪 高円寺 中野

阿佐ヶ谷

新宿

多摩市

杉並区

中野区

中央線

西武新宿線

京王線

武蔵野市国分寺市

国立市

練馬区
西東京市

鷺ノ宮

上石神井田無
小平

渋谷区
笹塚

明大前

調布
調布市

世田谷区

府中
府中市

聖蹟桜ヶ丘

高田馬場

花小金井

幡ヶ谷

初台

桜上水千歳烏山

東府中分倍河原

：市役所（区役所）

①

③

⑤ ④

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯⑱

⑰

⑲
⑳

：ホール（収容人数約
200名以上）

②

〇 多摩地域の住民は、鉄道を用いて都心に通勤通学。南北に徒歩・自転車・バスで移動し、東西に鉄道で移動。

〇 中央線の駅は沿線自治体の端に立地（吉祥寺駅、武蔵境駅、三鷹駅、国分寺駅、国立駅）。住民は市の区域
と関係なく、最寄の駅を利用。駅付近に文化ホールが立地。

三鷹市



三鷹市

武蔵野市

中央市政
センター

武蔵境駅

小金井市

三鷹駅

三鷹市美術
ギャラリー

武蔵野市立吉祥寺美術館

武蔵野芸能劇場

武蔵野プレ
イス

武蔵野スイングホール

武蔵野市民
文化会館

武蔵野公会堂

武蔵境市政センター

吉祥寺市政センター
消費生活センター

三鷹市消費者活動センター

三鷹駅前
市政窓口

コミュニティセン
ター、駅前図書館

（例）三鷹駅・武蔵境駅周辺
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施設名 開設年 施設名 開設年

武蔵野市民文化会館（※１） 1984年 武蔵野スイングホール 1996年

消費生活センター（※２） 1950年 武蔵境市政センター（※５） 1989年

武蔵野市立吉祥寺美術館 2002年 武蔵野プレイス 2010年

吉祥寺市政センター（※３） 2001年 三鷹市美術ギャラリー 1993年

武蔵野公会堂（※４） 1963年 三鷹駅前市政窓口（※６） 2005年

武蔵野芸能劇場 1983年 三鷹市消費者活動センター 1982年

中央市政センター 199１年 三鷹駅前コミュニティセンター（三鷹駅前図書館） 1993年

※１）2018年改修工事済み　※２）武蔵野商工会館内（2001年～）、武蔵野商工会館は2001年に建替済　※３）武蔵野商工会館内
※４）2017年に改修工事済　※５）QuOla（2018年１月完成）へ移転済　※６）2005年に現在地（三鷹駅前協同ビル）に移転

〇 三鷹駅、吉祥寺駅は三鷹市と武蔵野市の境に位置。三鷹市民と武蔵野市民が利用。
〇 三鷹駅前には武蔵野市、三鷹市がそれぞれ市政窓口を設置。
〇 三鷹駅前には三鷹市の美術館、吉祥寺駅前には武蔵野市の美術館が立地。



ひかりプラザ

国立市公民館

【施設概要】

スポーツセンター（体育
室、フィットネスルー
ム）、教育センター（和
室）、男女平等推進セン
ター（実習室） 等

国分寺市

国立市

国立駅

国立駅前くにたち・こくぶんじ市民プラザ

○ 国立市と国分寺市それぞれの行政窓口が
設置されており、住民票や印鑑証明書などの
発行が可能。

○ 両市の市民が利用可能なオープンスペース
や会議室を設置。

○ くにたち男女平等参画ステーション

くにたち北市民
プラザ

（例）国立駅周辺
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施設名 開設年

国分寺ひかりプラザ 1994年

くにたち北市民プラザ（※1） 1997年

国立市公民館（※２） 1978年

国立駅前くにたち・こくぶんじ市民プラザ 2018年
※１）2037年大規模改修予定　※２）2019年大規模改修予定

〇 国立駅は国分寺市と国立市の境に立地。国分寺市民、国立市民が利用。
〇 国立市と国分寺市は連携し、国立駅前に両市共同の市民窓口を設置。



（例）横浜市と川崎市の待機児童対策に関する連携

【保育所等の共同整備（市境の土地等の有効活用）】

○ 平成２６年１０月２７日に横浜市と川崎市が待機児童対策に関する協定を締結

○ 横浜市鶴見区・港北区（適地枯渇）と川崎市幸区（適地あり）が隣接する地域の保育需要を双方に
補完し合える土地等に、保育所等を整備
→川崎市幸区の土地に川崎市が保育所を整備（横浜市は整備費の応分を負担）

○ 川崎市宮前区（適地枯渇）と横浜市青葉区・都築区（適地あり）も、同様の方針

（横浜市からの提供資料をもとに作成）
41
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市町村の面積と人口の分布
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（㎢）

（人）

（㎢）

（人）

〇 東京圏には市街地が連担し交通網が発達した地域に、一定の人口を有する小規模面積の団体が数多く存在。
自治体間の距離も近く、連携の効果が発揮しやすい地域構造となっている。

※人口30万人以上の団体及びは割愛。「全国」では、面積500km以上の団体は割愛。
出典：総務省統計局「平成27年国勢調査」より作成。



出典：国土交通省
「立地適正化計画の作成状況」

立地適正化計画を作成・公表している団体（平成３０年５月１日時点）

〇東京圏

京都府（２）

舞鶴市

長岡京市

大阪府（１０）

吹田市

高槻市

守口市

枚方市

八尾市

寝屋川市

大東市

箕面市

門真市

高石市

兵庫県（５）

姫路市

尼崎市

朝来市

たつの市

福崎町

〇関西圏

埼玉県（８）

川越市

本庄市

春日部市

志木市

毛呂山町

越生町

鳩山町

寄居町

千葉県（６）

成田市

佐倉市

柏市

市原市

流山市

酒々井町

神奈川県（３）

藤沢市

小田原市

大和市

〇名古屋圏

立地適正化計画の作成状況

〇 東京圏において、立地適正化計画を作成・公表している団体は、埼玉県８団体、千葉県５団体、神奈川県３団
体。東京都では、立地適正化計画を作成・公表している団体はない。（平成３０年５月１日時点）
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大和郡山市

桜井市

葛城市

川西町

王寺町

奈良県（５）

岐阜市

大垣市

関市

豊橋市

岡崎市

春日井市

豊川市

刈谷市

小牧市

東海市

知立市
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桑名市

亀山市

伊賀市

朝日町

三重県（６）

愛知県（８）

岐阜県（３）



○ 市町村では、住民税及び固定資産税が基幹的な税目となっている。（半数以上の市町村で、住民税（所得割）と固定資産

税が税収の８割以上を占める。東京近郊*では、その割合が高い市町村が多い。（*東京23区、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市及びこれらの通勤通学10％圏の市町））

○ 75歳以上は増加する一方、平均給与額が高い40、50歳代を含め、生産年齢人口、65～74歳人口は減少する。
○ 生産年齢人口は1995年をピークに減少。地価は1992年以降下落傾向。

行政の経営資源の変化 （高齢化による影響）
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市町村の税収を取り巻く状況

人口 70%未満 70～80% 80～90% 90%以上
100万以上 1 6 4
50～100万 8 9
20～50万 2 35 42 2
10～20万 2 71 76 2
3～10万 9 228 250 14
1～3万 11 168 246 10
1万未満 12 169 285 33

札幌市

忍野村

山中湖村

名古屋市

豊田市

大阪市

福岡市

さいたま市

鳩山町

千葉市

浦安市
町田市

横浜市
川崎市

二宮町

30.0

40.0

50.0
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90.0

100.0

0 100 200 300 400

地方税収に占める

住民税（所得割）＋固定資産税の割合

東京近郊以外

東京近郊

（％）

（万人）

年齢 年間
平均給与

⼈⼝
（2015年）

⼈⼝
（2040年） ⼈⼝減少率

15-19 132 605 435 ▲ 28.1
20-24 253 609 489 ▲ 19.6
25-29 352 653 524 ▲ 19.8
30-34 397 740 557 ▲ 24.7
35-39 432 842 585 ▲ 30.6
40-44 461 985 622 ▲ 36.8
45-49 486 877 612 ▲ 30.2
50-54 509 802 641 ▲ 20.1

年齢 年間
平均給与

⼈⼝
（2015年）

⼈⼝
（2040年） ⼈⼝減少率

55-59 491 760 715 ▲ 6.0
60-64 372 855 798 ▲ 6.7
65-69 301 976 907 ▲ 7.0
70+ 304 2,411 3,135 30.0

（万円、万人）年齢ごとの年間平均給与額と人口（2015年、2040年）

年齢 年間
平均給与

⼈⼝
（2015年）

⼈⼝
（2040年） 増減数

15-69 425 8,704 6,885 ▲ 1,819
70+ 304 2,411 3,135 724

（以下、集計して再掲）
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地価公示年別指標推移

生産年齢人口

地価公示年別指標推移

（出典）年間平均給与額は民間給与実態調査（平成27年
分）（国税庁）、人口は日本の将来人口推計（H29.4推
計）（国立社会保障・人口問題研究所）を基に作成

（出典）地価公示（国土交通省）、
日本の将来人口推計（H29.4推計）（国立社会保障・
人口問題研究所）を基に作成

（千人）

（1975年＝100.0）



東京圏における公共施設等の老朽化

出典：総務省消防庁「防災拠点となる公共施設等の耐震化推進状況調査結果（平成29年11月17日）」をもとに作成

旧耐震基準時に建てられた防災拠点となる公共施設等

（棟） （％）

全国平均

〇 建築時期が昭和56年以前（旧耐震基準時）である防災拠点となる公共施設等の割合は、東京圏では60％前後
であり、全国平均の約52.8％より高い。これらの施設は、2040年頃には築年数60年を越える。防災拠点となる
公共施設等の老朽化対策が課題となる。
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※ 出典：内閣府HP「首都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画」より作成

首都直下地震における具体的な応急対策活動に関する計画の概要
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○ 首都直下地震では、１都３県（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）の全域が緊急対策区域として指定さ
れており、緊急輸送ルート、救助・消火活動、医療活動、物資調達、燃料供給、帰宅困難者対応等におい
て、自治体の枠を超えた広域的な対応が必要。
※ 首都直下地震発災時には、避難所生活者数が最大約４６０万人発生（阪神・淡路大震災約３０万人の約１５倍）。東京都区部の避難所生活
者数の想定２３９万人に対し、都区部の避難所は、２３区全体で広域的な避難を実施しても、約４９万人不足する見込み。一方、多摩地区や近隣
３県の避難所には収容力に余剰がある見込み。

帰宅困難者

◎一斉帰宅の抑制に向けた呼
びかけや施設内等における
待機

◎一時滞在施設等の活用

◎帰宅困難者への適切な情報
提供

緊急輸送ルート、防災拠点

◎人員・物資の「緊急輸送ルー
ト」を設定、発災時に早期通
行確保

◎各活動のための「防災拠点」
を分野毎に設定、発災時に早
期に確保

救助・救急、消火等

◎１都３県以外の４３道府県の
広域応援部隊の派遣（最大
値）
・警察：約1.4万人
・消防：約1.6万人
・自衛隊：約11万人（※）等

◎航空機４５０機、船舶３３０隻

※１都３県に所在する部隊を含む。

物 資

◎発災後４～７日に必要な物資
を調達し、被災都県の拠点へ
輸送
・飲料水：２２万㎥（１～７日）
・食料：５，３００万食
・毛布：３４万枚
・大人/乳幼児おむつ：４１６万枚
・簡易トイレ等：３，１５０万回分

燃 料

◎石油業界の系列を越えた供給
体制の確保

◎緊急輸送ルート上の中核ＳＳ
等への重点継続供給

◎災害拠点病院等の重要施設
への要請に基づく優先供給

医 療

◎ＤＭＡＴ（全国の登録数1,426チー
ム）に対する派遣要請、陸路・空
路参集、ロジ支援、任務付与

◎被災医療機関の継続・回復支援
（人材、物資・燃料供給等）

◎広域医療搬送、地域医療搬送に
よる重症患者の搬送

東京都区部で発生する避難所の不足量

※ 出典：内閣府首都直下地震避難対策等専門調査会報告

避難者に係る被害想定

疎開者：避難所以外へ避難・疎開する人

東京湾北部地
震Ｍ７．３

冬１８時発災風
速15m/sの場合



三大都市圏内の市町村の状況

47

※1 〈兵庫県〉 ［姫路市（中心市）］ 相生市、加古川市、高砂市、加西市、宍粟市、たつの市、
稲美町、播磨町、市川町、福崎町、神河町、 太子町、上郡町、佐用町、赤穂市

※2 （ ）内の数値は、件数のうち連携中枢都市圏の形成に係る連携協約を除いた件数

〈連携協約の締結状況〉

〈厚生福祉、環境衛生、防災分野における事務の共同処理の状況〉

（※）三大都市圏については、指定都市・特別区への通勤・通学割合が10％以上の市町村
（出典）平成28年度 地方公共団体間の事務の共同処理の状況調をもとに作成

件数 締結団体数
三大都市圏 15（0） ※1 30
三大都市圏以外 320

合計 175（47） ※2 350

連携協約

160（47）

H11.3.31の市町村数 H30.4.1の市町村数 減少率
731 463 36.7%

うち東京都 40 39 2.5%
うち愛知県 88 54 38.6%
うち大阪府 44 43 2.3%

2,501 1,255 49.8%
3,232 1,718 46.8%

三大都市圏

三大都市圏以外
合計

〈市町村合併の状況〉

東京都 千葉県 大阪府 鳥取県 長野県 高知県

市町村数（※） （A) 26 39 43 19 77 34

共同処理を実施している事務の種類 14 29 26 21 32 27

（１）厚生福祉 37 191 191 106 597 187

（２）環境衛生 107 129 146 88 306 122

（３）防災 94 153 88 72 236 140

共同処理を実施している事務処理団体数
（１）～(３）の合計

（B) 238 473 425 266 1139 449

9.2 12.1 9.9 14.0 14.8 13.2

（参考）事務種類ごとの共同処理実施市町村数
三大都市圏 三大都市圏外

１団体当たりの共同処理事務の数（平均）　（B/A）

9.2

12.1

9.9

14.0
14.8

13.2

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

東京都 千葉県 大阪府 鳥取県 長野県 高知県

１団体当たりの共同処理事務の数（平均）

〇 三大都市圏では、特に東京都や大阪府をはじめとして、市町村合併は進展せず。

〇 三大都市圏内の市町村で、連携協約を締結しているのは、兵庫県姫路市を中心とする播磨圏域連携中枢都
市圏内の市町村のみ。

〇 その他の地方公共団体間の広域連携の状況について、三大都市圏と圏外を比較した場合、三大都市圏よりも
圏外の方が連携の取組を進めている。



参考資料



人口段階別市区町村の変動（東京圏）（２０１５→２０４０）
人口増減率（2015年→2040年）

増加 ±０～▲１０％ ～▲２０％ ～▲３０％ ～▲４０％ ～▲５０％ ▲５０％～

１００万人
以上

さいたま市、川崎市（２
団体）

横浜市（１団体）

５０～
１００万人

川口市、大田区、世田
谷区、杉並区、板橋区、
練馬区（６団体）

千葉市、船橋市、江戸川区、
相模原市（４団体）

足立区、八王子市（２団体）

２０～
５０万人

越谷市、柏市、港区、新
宿区、文京区、墨田区、
江東区、品川区、目黒
区、渋谷区、豊島区、荒
川区、調布市、西東京
市、藤沢市（15団体）

川越市、上尾市、草加市、
市川市、松戸市、中野区、
北区、葛飾区、府中市、町
田市、茅ヶ崎市、大和市（12
団体）

所沢市、平塚市、厚木市（３団
体）

春日部市、市原市、横須賀
市（３団体）

１０～
２０万人

戸田市、朝霞市、三郷
市、ふじみ野市、木更津
市、流山市、浦安市、中
央区、台東区、三鷹市、
小金井市、日野市（12団
体）

新座市、富士見市、成田市、
習志野市、八千代市、鎌ケ
谷市、立川市、武蔵野市、
小平市、東村山市、国分寺
市、東久留米市、伊勢原市、
海老名市（14団体）

熊谷市、鴻巣市、深谷市、入
間市、久喜市、坂戸市、野田
市、佐倉市、我孫子市、青梅
市、昭島市、多摩市、鎌倉市、
小田原市、泰野市、座間市
（16団体）

加須市、狭山市（２団体）

３～
１０万人

志木市、吉川市、伊奈
町、印西市、千代田区、
狛江市、稲城市（７団
体）

東松山市、蕨市、和光市、
八潮市、白岡市、四街道市、
袖ケ浦市、白井市、国立市、
東大和市、清瀬市、武蔵村
山市、綾瀬市（13団体）

本庄市、桶川市、蓮田市、
鶴ヶ島市、三芳町、上里町、
宮代町、東金市、あきる野市、
瑞穂町、逗子市、葉山町、寒
川町（13団体）

行田市、秩父市、飯能市、
羽生市、北本市、幸手市、
日高市、杉戸町、松伏町、
館山市、茂原市、旭市、鴨
川市、君津市、八街市、富
里市、大網白里市、羽村市、
南足柄市、大磯町（20団体）

毛呂山町、小川町、寄居町、
富津市、匝瑳市、香取市、山
武市、いすみ市、福生市、三
浦市、愛川町（11団体）

銚子市、南房総市（２
団体）

１～３万
人

滑川町、開成町（２団
体）

一宮町（１団体）
長生村、日の出町、大井町（３
団体）

嵐山町、美里町、酒々井町、
横芝光町、二宮町（５団体）

越生町、川島町、吉見町、鳩
山町、神川町、栄町、東庄町、
松田町、箱根町、湯河原町
（10団体）

ときがわ町、皆野町、
小鹿野町、勝浦市、多
古町、九十九里町、白
子町、山北町（８団体）

１万人未
満

御蔵島村（１団体） 小笠原村（１団体）
睦沢町、新島村、清川村（３
団体）

横瀬町、長瀞町、神崎町、芝
山町、長柄町、御宿町、大島
町、利島村、神津島村、三島
村、青ヶ島村、中井町（12団
体）

東秩父村、長南町、大
多喜町、鋸南町、八丈
町、真鶴町（６団体）

檜原村、奥
多摩町（２
団体）

※下線は2040年の人口が下位の人口区分へ変動する団体。枠囲みは2040年の人口が上位の人口区分へ変動する団体。
※太枠・網掛けは各人口段階において団体数が最も多い人口増減率のカテゴリー

※ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（Ｈ３０．３）」から作成※人口は2015年時点 49



人口段階別市区町村の変動（関西圏）（２０１５→２０４０）

人口増減率（2015年→2040年）

増加 ±０～▲１０％ ～▲２０％ ～▲３０％ ～▲４０％ ～▲５０％ ▲５０％～

１００万人
以上

京都市、大阪市（２団
体） 神戸市（１団体）

５０～
１００万人

堺市、東大阪市、姫路市（３団
体）

２０～
５０万人

豊中市、吹田市、茨
木市、明石市、西宮
市（５団体）

高槻市、枚方市、八尾市、尼
崎市、加古川市、宝塚市、奈
良市（７団体）

寝屋川市（１団体）

１０～
２０万人

和泉市、箕面市
（２団体）

岸和田市、池田市、泉佐野市、
伊丹市、川西市、三田市、橿
原市、生駒市（８団体）

宇治市、守口市、松原市、大東
市、羽曳野市（５団体）

富田林市、河内長野市、
門真市（３団体）

３～
１０万人

京田辺市、
木津川市
（２団体）

長岡京市、精華町、
芦屋市、加東市、播
磨町、香芝市、葛城
市、広陵町（８団体）

福知山市、向日市、貝塚市、
摂津市、藤井寺市、大阪狭山
市、小野市、稲美町、太子町
（兵庫県）、田原本町（１０団
体）

亀岡市、八幡市、泉大津市、高
石市、泉南市、四条畷市、交野
市、熊取町、相生市、豊岡市、
赤穂市、西脇市、高砂市、加西
市、篠山市、丹波市、たつの市、
猪名川町、大和郡山市、天理
市、桜井市（２１団体）

舞鶴市、綾部市、城陽市、
京丹後市、南丹市、柏原
市、阪南市、洲本市、三
木市、南あわじ市、朝来
市、淡路市、大和高田市
（１３団体）

宍粟市、五條市、宇陀市
（３団体）

１～３万
人

福崎町、三郷町
（２団体）

大山崎町、島本町、忠岡町、
王寺町（４団体）

久御山町、太子町（大阪府）、
河南町、斑鳩町（４団体）

与謝野町、養父市、市川
町、神河町、新温泉町、
平群町、河合町、大淀町
（８団体）

宮津市、京丹波町、豊能
町、能勢町、岬町、多可
町、上郡町、佐用町、香
美町、御所市、上牧町
（１１団体）

１万人
未満

田尻町（１団体） 宇治田原町、川西町（２団体）
井手町、安堵町、高取町、
明日香村（４団体）

山添村、三宅町（２団体）

笠置町、和束町、南山城
村、伊根町、千早赤阪村、
曽爾村、御杖村、吉野町、
下市町、黒滝村、天川村、
野迫川村、十津川村、下
北山村、上北山村、川上
村、東吉野村（１７団体）

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（Ｈ３０．３）」より作成※人口は2015年時点。※下線は2040年の人口が下位の人口区分へ変動する団体。※太枠・網掛けは各人口段階において団体数が最も多い人口増減率のカテゴリー 50



人口段階別市区町村の変動（名古屋圏）（２０１５→２０４０）

人口増減率（2015年→2040年）

増加 ±０～▲１０％ ～▲２０％ ～▲３０％ ～▲４０％ ～▲５０％ ▲５０％～

１００万人
以上

名古屋市（１団体）

５０～
１００万人

２０～
５０万人

岡崎市（１団体）
一宮市、豊田市、四日市市
（３団体）

岐阜市、豊橋市、春日井市、
津市（４団体）

１０～
２０万人

刈谷市、安城市、東海
市（３団体）

豊川市、西尾市、小牧市、
稲沢市、桑名市（５団体）

大垣市、多治見市、各務原市、
半田市、伊勢市、松阪市、鈴
鹿市（７団体）

瀬戸市（１団体）

３～
１０万人

瑞穂市、常滑市、大府
市、知立市、高浜市、日
進市、長久手市、幸田
町（８団体）

美濃加茂市、可児市、岩倉
市、清須市、北名古屋市、
みよし市、東郷町、扶桑町、
大治町、蟹江町、いなべ市、
菰野町（１２団体）

中津川市、羽島市、碧南市、
蒲郡市、犬山市、江南市、知
多市、尾張旭市、豊明市、田
原市、弥富市、あま市、東浦
町、武豊町、亀山市（１５団
体）

高山市、関市、瑞浪市、恵
那市、土岐市、本巣市、郡
上市、津島市、愛西市、名
張市（１０団体）

下呂市、新城市、伊賀市（３
団体）

海津市、志摩市（２団
体）

１～３万
人

豊山町、大口町、阿久
比町、朝日町、川越町
（５団体）

岐南町、北方町、玉城町（３
団体）

笠松町、大野町、池田町、明
和町（４団体）

垂井町、神戸町、安八町、
川辺町、御嵩町、東員町、
多気町（７団体）

美濃市、山県市、飛騨市、養
老町、美浜町、紀宝町（６団
体）

揖斐川町、八百津町、
南知多町、鳥羽市、熊
野市、紀北町（６団体）

尾鷲市、
南伊勢町
（２団体）

１万人未
満

輪之内町、富加町（２団体）
坂祝町、白川村、飛島村（３
団体）

木曽岬町、度会町、御浜町
（３団体）

関ヶ原町、七宗町、東
白川村、設楽町、東栄
町、大台町、大紀町
（７団体）

白川町、
豊根村（２
団体）

※人口は2015年時点。※下線は2040年の人口が下位の人口区分へ変動する団体。※太枠・網掛けは各人口段階において団体数が最も多い人口増減率のカテゴリー 出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（Ｈ３０．３）」より作成51



組織等の名称 組織等の性格 事務の内容 構成団体

治安
・
防災

警視庁 都の機関 都域の警察事務 －

東京消防庁 都の機関
２３区の消防事務。さらに、稲城市及び島嶼
部を除く全市町村から事務の委託を受け、
消防事務を処理

－

災害時相互応援に関する
協定等

他地方公共団体との
相互応援協定

災害時における物資等の提供及び斡旋、職
員の派遣等

各相互応援協定による

衛生

東京二十三区清掃一部
事務組合

一部事務組合 ごみ処理施設の整備及び管理運営 東京２３区

臨海部広域斎場組合 一部事務組合
火葬場及びこれに併設する葬儀式場の設
置及び管理運営

港区、品川区、目黒区、
大田区、世田谷区

インフラ

東京都水道局 都の内部組織
武蔵野市、昭島市、羽村市、檜原村及び島
嶼部を除く全市区町村の水道事業

－

神奈川県内広域水道団 一部事務組合 構成団体へ水道用水を供給
神奈川県、横浜市、川崎
市、横須賀市

職員

彩の国さいたま人づくり広
域連合

広域連合
県及び市町村の職員研修、市町村相互間
の職員交流等

埼玉県、県内市町村

特別区人事・厚生事務組
合

一部事務組合
人事委員会に関する事務、非常勤職員の公
務災害補償等

東京２３区

分野
横断
・

その他

千葉県市町村総合事務
組合

一部事務組合
職員研修機関の設置及び運営、
住民の予防接種事故救済措置、
消防救急無線設備の整備及び管理等

県内全市町村、３８一部
事務組合、１広域連合

九都県市首脳会議 任意の首長会議
環境問題、廃棄物問題、防災・危機管理対
策等に係る検討

東京都、埼玉県、千葉県、
神奈川県、さいたま市、
千葉市、横浜市、川崎市、
相模原市

東京圏における広域行政課題への主な対応状況
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組織等の名称 組織等の性格 事務の内容 構成団体

治安
・
防災

愛知県警察本部 愛知県の機関 愛知県域の警察事務 －

名古屋市消防局 名古屋市の機関 名古屋市域の消防事務 －

海部南部消防組合
他３組合

一部事務組合
名古屋市周辺市町村は、必要に応じて、消
防事務を広域で処理

各一部事務組合による

中部九県一市災害応援
協定等

他地方公共団体との
相互応援協定

災害時における物資等の提供及び斡旋、職
員の派遣等

各相互応援協定による

インフラ

愛知県企業庁水道部 愛知県の内部組織
県内市町村のうち名古屋市、清須市（一部）、
あま市（一部）、大治町及び三河山間地域を
除く地域へ水道用水を供給

－

名古屋港管理組合 一部事務組合 名古屋港の修築及び管理運営 愛知県、名古屋市

分野
横断
・

その他

衣浦東部広域行政圏協
議会

協議会
図書の相互貸出し、消防の広域化、地方分
権の研究等

碧南市、刈谷市、安城市、
知立市、高浜市

名古屋市近隣市町村長
懇談会

任意の首長会議 分野横断的に意見交換
名古屋市他愛知県内３８市
町村

中部国際空港利用促進
協議会

任意の協議会
中部国際空港の利用促進のための観光情
報発信等

愛知県、岐阜県、三重県、
名古屋市、民間企業等

名古屋都市圏における広域行政課題への主な対応状況

あ ま
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組織等の名称 組織等の性格 事務の内容 構成団体

治安
・

防災

大阪府警察本部 大阪府の機関 大阪府域の警察事務 －

大阪市消防局 大阪市の機関 大阪市域の消防事務 －

守口市門真市消防組合大
東四條畷消防組合

一部事務組合
大阪市周辺市は、必要に応じて、消防事務
を広域で処理

各一部事務組合による

災害相互応援等に関する
実施協定等

他地方公共団体との
相互応援協定

災害時における物資等の提供及び斡旋、職
員の派遣等

各相互応援協定による

淀川左岸水防事務組合他
８組合

一部事務組合 水害の警戒、防御等
京都市、大阪市、堺市等で河川ご
と

インフラ

大阪広域水道企業団 一部事務組合
構成団体へ水道用水を供給
工場等へ工業用水を供給

府内全市町村（大阪市を除く）

阪神水道企業団 一部事務組合 構成団体へ水道用水を供給
神戸市、尼崎市、西宮市、芦屋市、
宝塚市

大阪湾広域臨海環境整備
センター

広域臨海環境整備
センター法に基づく

法人

廃棄物最終処分場の建設、改良等、
廃棄物による海面埋立て、
廃棄物埋立護岸の建設、改良等

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、
奈良県、和歌山県、京都市、大阪
市、神戸市他１６５市町村

巨椋池排水機場管理協議
会

協議会 排水機場の運転、管理等 京都市、宇治市、久御山町

分野
横断
・

その他

関西広域連合 広域連合
広域防災、広域観光・文化・スポーツ振興、
広域産業振興、広域医療、広域環境保全、
資格試験・免許、広域職員研修等

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、
奈良県、和歌山県、鳥取県、徳島
県、京都市、大阪市、堺市、神戸
市

関西４都市市長会議 任意の首長会議
共同観光誘客、温暖化対策、シンポジウム
等についての検討

京都市、大阪市、堺市、神戸市

関西国際空港全体構想促
進協議会

任意の協議会
国に対する要望活動、集客・利用促進事業
等

京都府、大阪府、京都市、大阪市、
堺市他８２団体（民間含む）

大阪都市圏における広域行政課題への主な対応状況

おぐらいけ
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九都県市首脳会議

１．構成員
埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県の知事、横浜市・川崎市・千葉市・さいたま市・相模原市の市長

２．沿革
昭和５４年７月２６日六都県市首脳会議として設立
平成４年に千葉市長、平成１５年にさいたま市長、平成２２年に相模原市長が加入

３．組織図

首脳会議

企画担当部局長会議

廃棄物問題検討委員会

環境問題対策委員会

防災・危機管理対策委員会

企画担当課長会議 首都機能部会、地方分権担当者会議、運営検討会議、九都県市２０２０年東京オリンピック・パラリンピック連携会議

幹事会 減量化・再資源化部会、適正処理部会

幹事会 地球温暖化対策特別部会、大気保全専門部会、水質改善専門部会、緑化政策専門部会

地震防災・危機管理対策部会、合同防災訓練連絡部会、新型インフルエンザ等感染症対策検討部会

○ 約３割は「国への要望等」、約４割は「検討」、約２割は「共同」実施

４．九都県市首脳会議における合意事項の分析

分類 件数 割合

１：国への要望等 ４５ ２７％

２：共同訓練・研修 ６ ４％

３：共同調査・研究 ３ ２％

４：共同啓発 ３０ １８％

５：検討 ６５ ３９％

６：その他 １７ １０％

合計 １６６ １００％

※ 平成２７年度～平成２９年度（第６７回（平成２７年５月１８日）～第７２回（平成２９年１１月１３日））に合意等された事項１６６件を、上述の１～６に分類

※九都県市首脳会議ＨＰをもとに作成 55



１．構成員
滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・和歌山県・鳥取県・徳島県・京都市・大阪市・堺市・神戸市

２．沿革
平成２２年１２月１日設立

３．組織図

（関西広域連合ＨＰをもとに作成）

関西広域連合
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共同処理制度 制度の概要 運用状況（H28.7.1現在）

事務の委託

機関等の共同
設置

協議会

地方公共団体の委員会又は委員、行政機関、長の内部組
織等を複数の地方公共団体が共同で設置する制度。

地方公共団体が、共同して管理執行、連絡調整、計画作
成を行うための制度。

地方公共団体の事務の一部の管理・執行を他の地方公共
団体に委ねる制度。

法
人
の
設
立
を
要
し
な
い
簡
便
な
仕
組
み

○設置件数：２０２件
○主な事務：消防４１件（２０．３％）、広域行政計画等２８件
（１３．９％）、救急２３件（１１．４％）

○設置件数：４４４件
○主な事務：介護区分認定審査１２９件（２９．１％）、公平委員
会１１７件（２６．４％）、障害区分認定審査１０６件（２３．９％）

○委託件数：６，４４３件
○主な事務：住民票の写し等の交付１，４１７件(２２．０％)、
公平委員会１，１４１件（１７．７％)、競艇８５４件(１３．３％)

広域連合

一部事務組合
別
法
人
の
設
立
を
要
す
る
仕
組
み

地方公共団体が、その事務の一部を共同して処理するた
めに設ける特別地方公共団体。

地方公共団体が、広域にわたり処理することが適当であると認め
られる事務を処理するために設ける特別地方公共団体。国又は
都道府県から直接に権限や事務の移譲を受けることができる。

○設置件数：１，４９３件
○主な事務：ごみ処理４０６件（２７．２％）、し尿処理３３７件（２２．
６％）、救急２７１件（１８．２％）、消防２７０件（１８．１％）

○設置件数：１１６件
○主な事務：後期高齢者医療５１件（４４．０％）、介護区分認定審
査４５件（３８．８％）、障害区分認定審査３２件（２７．６％）

（注１） 法人の設立については、特別地方公共団体の新設に係るものであり、総務大臣又は都道府県知事の許可を要するものとされている。

（注２） 地方開発事業団、役場事務組合及び全部事務組合については、地方自治法の一部を改正する法律（平成２３年法律第３５号）により廃
止。なお、同改正法の施行時（平成２３年８月１日）に現に設けられている地方開発事業団（青森県新産業都市建設事業団）については、
なお従前の例によることとされている。

連携協約 地方公共団体が、連携して事務を処理するに当たっての
基本的な方針及び役割分担を定めるための制度。

○締結件数：１７５件
○連携中枢都市圏の形成に係る連携協約：１２８件
（７３．１％）、その他：４７件（２６．９％）

事務の代替執
行

地方公共団体の事務の一部の管理・執行を当該地方公共
団体の名において他の地方公共団体に行わせる制度。

○代替執行件数：２件
○上水道に関する事務：１件、公害防止に関する事務：１件

（注３） 協議会、機関等の共同設置、一部事務組合、広域連合の事務件数については、複数の事務を行っている場合は事務ごとに件数を計上して
いるため設置件数と一致しない場合がある。

広域連携の仕組みと運用について
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【現在、取組が多く見られるパターン】

Ａ市 Ｂ市
Ａ市 Ｂ市

α事務を実施

α施設 α施設

β施設 β施設

＜相互利用＞

＜相互利用＞

Ａ市 Ｂ市

一部事務組合
β事務を実施

（相互利用）
（事務の委託）

（一部事務組合）

市町村間の水平的・相互補完的、双務的な役割分担（イメージ）
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Ａ市 Ｂ市 Ａ市 Ｂ市

α事務を実施

β事務を実施

【市町村間の調整が難しいパターン（現在は取組があまり進んでいない）】

α施設

β施設

（相互補完（施設利用）） （相互補完（事務の実施））




